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《本教材にについて》 
・本PDFは閲覧・ダウンロードは可能ですが、掲載してある内容を無断複写・

無断転載は禁止します。 

 

・解説動画は、ラジアータインクリース[無料教材]ページからYouTube動画を

ご覧いただけます。 

 

 

《最短最速合格ガイドについて》 
・[最短最速合格ガイド]の詳細についてはラジアータインクリース[FP試験教

材]ページからご覧ください。 

 
 

  



 

 

 

 

☆☆☆解答に当たっての注意事項☆☆☆ 

 ・  試験問題については、特に指示のない限り、2021年10月1日現在施行

の法令等に基づいて解答してください。なお、東日本大震災の被災者

等に対する各種特例等については考慮しないものとします。 

 ・  次の各問について答えを1つ選び、その番号を解答用紙にマークしてく 

ださい。 

 

 

  



【第1問】下記の(問1)、(問2)について解答しなさい。 

問1 

ファイナンシャル・プランニング業務を行うに当たっては、関連業法を順守す

ることが重要である。ファイナンシャル・プランナー(以下「FP」という)の行為に

関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.生命保険募集人・保険仲立人の登録を受けていないFPが、顧客から相談

を受け、将来の必要保障額の試算および加入している生命保険の保障内容

を説明した。 

 

2.弁護士資格を有していないFPが、離婚後の生活設計について相談された

顧客の依頼により、その顧客の代理人として相手方との離婚時の財産分与

について話し合いを行い、報酬を得た。 

 

3.税理士資格を有していないFPが、参加費有料のセミナーにおいて、仮定

の事例に基づき、一般的な税法の解説を行った。 

 

  



【答え】 

1.適切 

生命保険募集人の登録をしていない者は、保険の募集や勧誘をしてはいけ

ません。 

ただし、将来の必要保障額の試算や保険の見直しをすることは制限されて

いませんので、募集人の登録をしていない FP であっても行うことができます。 

 

2.不適切 

弁護士資格を持たないFPは、法律問題のような具体的な法律判断や法律

事務を行ってはいけません。 

 

3.適切 

税理士資格を持たないFPは、具体的な税務相談や税務書類の作成を行っ

てはいけません。また、有償・無償にかかわらず税務相談を行うことができま

せんが、仮の事例や、一般的な税法の解説は行うことができます。 

 

 

したがって正解は、2 

 

  



問2 

下記は、最上家のキャッシュフロー表(一部抜粋)である。このキャッシュフロ

ー表の空欄(ア)、 (イ)にあてはまる数値の組み合わせとして、正しいものはど

れか。なお、計算過程においては端数処理をせず計算し、計算結果につい

ては万円未満を四捨五入すること。 

 

 
  



【答え】 

[複利計算の計算式] 

元金×(1＋利率)Ｎ乗 

 

1.(ア) 適切 

・給与収入(夫) 基準年400万円 

・変動率2% 

・4年後の給与収入 

 

4年後の給与収入=400万円×(1+2÷100)4乗=432.9...→433万円 

 

 

2.(イ) 適切 

金融資産残高の計算の場合は、年間収支120万円を加えた金額となります。 

 

年間収支=年間収入合計-年間支出 

 

3年後の年間収支=840万円×(1+1÷100) +120万円=968.4→968万円 

 

 

したがって正解は、2 

 

 

  



【第2問】下記の(問3)~(問5)について解答しなさい。 

問3 

下記<資料>に基づくQX株式会社の投資指標に関する次の記述のうち、最も

適切なものはどれか。 なお、購入時の手数料および税金は考慮しないこと

とする。 

 

<資料> 

 
 

1.株価収益率(PER)で比較した場合、QX株式会社の株価は日経平均採用

銘柄の平均(予想ベース)より割安である。 

 

2.株価純資産倍率(PBR)で比較した場合、QX株式会社の株価は東京証券

取引所市場第1部(東証1部)全銘柄の平均より割安である。 

 

3.配当利回りで比較した場合、QX株式会社の配当利回りはジャスダック全

銘柄の平均(予想ベース) より低い。 

  



【答え】 

1.不適切 

●株価収益率（PER） 

株価が1株当たり純利益の何倍になっているかを表した指標 

・PERが高いほど割高 

・PERが低いほど割安 

 

PER(倍)＝株価÷1株当たり当期純利益(EPS) 

EPS(1株当たり当期純利益)=当期純利益÷発行済株式数 

 

[本問の場合] 

QX社のPER=910円/45円=20.22...倍 

日経平均採用銘柄PERは、14.23倍ですので、QX社の方が割高となります。 

 

 

2.適切 

●株価純資産倍率（PBR） 

株価が1株当たりの純資産の何倍になっているかを表した指標 

・PBRが高いほど割高 

・PBRが低いほど割安 

(通常、PBRが1倍を上回ると割高・PERが1倍を下回ると割安となります。) 

 

PBR(倍)＝株価÷1株当たり純資産(BPS) 

BPS(1株当たり純資産)=純資産÷発行済株式数 

 

[本問の場合] 

QX社のPBR=910円/1,375円=0.66...倍 

東証1部全銘柄は、1.33倍ですので、QX社の方が割安となります。 

 

  



3.適切 

●配当利回り 

株価に対し、1年間でどれだけの配当を受けることができるかを示した数値 

 ・株価に対して何％の配当を出しているかを示す 

 

  配当利回り＝1株当たり年間配当金÷株価×100 

 

[本問の場合] 

QX社の配当利回り=30円/910円×100=3.29...倍 

ジャスダック全銘柄は、1.33倍ですので、QX社の方が高いです。 

 

 

したがって正解は、2 

 

 

 

[備考] 

2022年4月4から東京証券取引所は、これまでの、「東証一部」「東証二部」

「マザーズ」「ジャスダック」といった市場区分から「プライム」「スタンダード」

「グロース」という新たな市場区分へ移行しています。 

また、ジャスダックは、市場区分がスタンダードとグロースに区分されていまし

たが、東証再編により廃止され、2022年4月4日からジャスダックスタンダード

上場企業は、東証スタンダード市場に、ジャスダックグロース上場企業は、東

証グロースに引き継がれることになりました。 

 

  



問4 

関根さんは上場株式への投資に興味をもち、FPの榎田さんに質問をした。

下記の空欄(ア)~(ウ) にあてはまる語句に関する次の記述のうち、最も不適

切なものはどれか。 

 
 

1.空欄(ア)にあてはまる語句は、「減少」である。  

2.空欄(イ)にあてはまる語句は、「高く」である。  

3.空欄(ウ)にあてはまる語句は、「株主優待制度」である。 

 

  



【答え】 

1.不適切 

(ア) 

自社株買いを行った場合、市場に出回る株数が減るため、1株あたりの価値

は増加します。 

 

 

2.適切 

(イ) 

配当性向は、会社の純利益に対して、どれくらい株主に配当したのかを示す

指標です。 

 

純利益が同額の場合、配当金が多くなれば、配当性向は高くなります。 

 

 

3.適切 

(ウ) 

一定株以上の株式を保有している株主は、その会社の自社製品や割引券

などの株主優待を受ける権利があります。 

 

 

 

したがって正解は、1 

 

  



問5 

福岡さんはQS投資信託を新規募集時に1,000万口購入し、特定口座(源泉

徴収口座)で保有して収益分配金を受け取っている。下記<資料>に基づき、

福岡さんが保有するQS投資信託に関する次の記述の空欄(ア)、(イ)にあて

はまる語句の組み合わせとして、正しいものはどれか。 

<資料> 

 
 

・ 福岡さんが、QS投資信託を新規募集時に1,000万口購入した際に、支払

った購入時手数料 (税込み)は、( ア )である。 

 

・ 収益分配時に、福岡さんに支払われた収益分配金のうち600円(1万口当

たり)は( イ ) である。 

 

1.(ア)240,000円 (イ)普通分配金  

2.(ア)160,000円 (イ)元本払戻金(特別分配金)  

3.(ア)160,000円 (イ)普通分配金 

  



【答え】 

(ア) 

投資信託の販売手数料=購入額×販売手数料 

 

[本問の場合] 

・申込価格：1口当たり1円 

・1000万口購入する 

購入金額=1円/口×1,000万口=1,000万円 

 

投資信託の購入時手数料=1000万円×1.6%=16万円 

 

 

 

(イ) 

[本問の場合] 

・収益分配金支払い前の個別元本=9,400円 

・収益分配金支払い後の個別元本=9,000円 

・収益分配金=1,000円 

 

収益分配金支払い後の価格が、収益分配金支払い前よりも低い場合、分配

金は元本払戻金(特別分配金)となります。 

つまり、収益分配金1,000円のうち400円が元本払戻金(特別分配金)となりま

す。 

 

普通分配金=収益分配金1,000円-元本払戻金(特別分配金) 400円 

普通分配金=600円 

 

 

したがって正解は、3 

  



【第3問】下記の(問6)、(問7)について解答しなさい。 

問6 

公的な土地評価に関する下表の空欄(ア)~(ウ)にあてはまる語句の組み合わ

せとして、最も適切なものはどれか。 

 
 

1.(ア)総務省     (イ)市町村(東京23区は東京都) (ウ)70%  

2.(ア)国土交通省 (イ)市町村(東京23区は東京都) (ウ)80%  

3.(ア)国土交通省 (イ)国税庁                  (ウ)90% 

 

  



【答え】 

(ア) 

公示価格は、毎年1月1日に国土交通省が公表します。 

 

(イ) 

固定資産税は、3年ごとに見直され、市区町村が公表します。 

 

(ウ) 

相続税路線価は、公示価格の80%を目安に設定され、毎年1月1日を基準日

とし、毎年7月に国税庁が公表します。 

 

 

したがって正解は、2 

 

 

  



問7 

下記<資料>の甲土地の建築面積の最高限度を算出する基礎となる敷地面

積として、正しいものはどれか。なお、この土地の存する区域は特定行政庁

が指定する区域に該当しないものとし、その他記載のない条件については

一切考慮しないこととする。 

 

<資料> 

 
 

1. 120㎡ 

2. 180㎡ 

3. 190㎡ 

  



【答え】 

・建築面積の上限=敷地面積×建ぺい率 

 

・セットバック 

2項道路は、道路の中心線から2m後退した線が、道路の境界線とみなされま

す。これをセットバックと言います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[本問の場合] 

全面道路の幅員が4m未満ですので、道路の中心線から2m後退した線となり

ます。 

(4m-3m)÷2=0.5m 

 

甲土地の建築面積の上限=20m×(10m-0.5m)×建ぺい率 

=190㎡×建ぺい率 

 

 

したがって正解は、3 

 

  

 
敷地 

 
敷地 

中⼼線 4m 未満 
2m 

2m 

セットバック 

セットバック 



【第4問】下記の(問8)~(問10)について解答しなさい。 

問8 

杉野健三さんが加入しているがん保険(下記<資料>参照)の保障内容に関す

る次の記述の空欄(ア)にあてはまる金額として、正しいものはどれか。なお、

保険契約は有効に継続しているものとし、健三さんはこれまでに<資料>の保

険から保険金および給付金を一度も受け取っていないものとする。 

<資料> 

 

 
 

1. 720,000円  

2. 1,720,000円  

3. 2,620,000円 

  



【答え】 

●診断給付金 

「診断給付金：初めてがんと診断されたとき100万円」 

 

 

●入院給付金 

「入院給付金：1日目から日額10,000円」 

 

がんで22日間した場合 

入院給付金日額10,000円×22日=22万円 

 

●手術給付金 

「手術：給付倍率40倍」 

入院給付金日額10,000円×40倍=40万円 

 

●死亡給付金 

「がん以外の死亡の場合は、がん入院給付金日額の10倍」 

入院給付金日額10,000円×10倍=10万円 

 

 

『給付金合計』 

診断給付金100万円+入院給付金22万円+手術給付金40万円+死亡給付金

10万円=172万円 

 

 

したがって正解は、2 

 

 

  



問9 

会社員で共働きの大場さん夫妻が加入している生命保険は下表のとおりで

ある。下表の契約A~Cについて、保険金が支払われた場合の課税関係に関

する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

 
 

1.契約Aについて、子が受け取った死亡保険金は贈与税の課税対象となる。 

2.契約Bについて、妻が受け取った死亡保険金は相続税の課税対象となる。 

3.契約Cについて、妻が受け取った死亡保険金は所得税・住民税の課税対

象となる。 

 

  



【答え】 

1.適切 

契約者、被保険者、保険金受取人が全て異なる場合、生命保険契約から支

払われる死亡保険金は、贈与税の課税対象となります。 

 

 

2.不適切 

契約者と保険金受取人が同一である場合、生命保険契約から支払われる死

亡保険金は、一時所得として所得税の課税対象となります。 

 

 

3.不適切 

契約者と被保険者が同一である場合、生命保険契約から支払われる死亡保

険金は、相続税の課税対象となります。 

 

 

したがって正解は、1 

 

  



問10 

自動車損害賠償責任保険(以下「自賠責保険」という)の補償内容は下記<資

料(一部抜粋)>のとおりである。この自賠責保険に関する次の記述のうち、最

も適切なものはどれか。なお、加害車両が複数の場合については考慮しな

いものとする。 

<資料(一部抜粋) 

 
 

1. 原動機付自転車は、自賠責保険の加入が義務付けられていない。  

2.自賠責保険の支払い対象となる被害者1名の事故で治療費と休業損害が

合計150万円であった場合、傷害による損害として150万円が支払われる。  

 

3.自賠責保険は単独事故による運転者自身のケガについては補償していな

い。 

  



【答え】 

1.不適切 

自賠責保険は、原動機付き自転車を含む全ての自動車に加入義務がありま

す。 

 

 

2.不適切 

自賠責保険の支払い限度額は、傷害による損害については、被保険者1人

あたり120万円です。 

 

 

3.適切 

自賠責保険は対人事故のみ補償の対象です。 

 

 

したがって正解は、3 

 

  



【第5問】下記の(問11)~(問13)について解答しなさい。 

問11 

布施さん(68歳)の2021年分の収入等は下記<資料>のとおりである。布施さん

の2021年分の所得税における総所得金額として、正しいものはどれか。な

お、記載のない事項については一切考慮しないこととする。 

 
 

 
 

 
1. 210万円 

2. 250万円 

3. 260万円 

  



【答え】 

総所得金額とは総合課税の所得を合計し、損益通算した後の金額のことを

言います。  

 

給与所得=給与収入-給与所得控除 

      =50万円-55万円 

        =-5万円(0円扱い) 

 

公的年金等の雑所得=年金収入-公的年金等雑所得 

=320万円-110万円 

              =210万円 

 

 

総所得金額=給与所得0円+公的年金の雑所得210万円 

          =210万円 

 

 

したがって正解は、1 

 

  



問12 

会社員の大垣さんの2021年分の所得等が下記<資料>のとおりである場合、

大垣さんが2021年分の所得税の確定申告をする際に、給与所得と損益通算

できる損失の金額として、正しいものはどれか。なお、▲が付された所得の金

額は、その所得に損失が発生していることを意味するものとする。 

<資料>  

 
 

1.▲200万円 

2.▲160万円 

3.▲150万円 

  



【答え】 

損益通算 

所得税額を計算する際に、不動産所得・事業所得・山林所得・譲渡所得の

金額に損失が生じた場合、その損失額をほかの所得の金額から控除するこ

とを言います。 

 

[損益通算の対象とならないもの] 

                                                                                                                               

 土地取得のための借入金の利子（建物はOK） 

 

・生活に通常必要でない資産の譲渡によって生じた損失

（別荘・クルーザー・30万円を超える貴金属等・ゴルフの会

員権） 

・土地・建物等の譲渡損失（ただし自分の住む家など、特定

の居住用財産の譲渡損失は損益通算できる特例がある） 

・株式等の譲渡損失（上場株式等の譲渡損失は、申告分

離課税を選択した上場株式等の配当所得の金額と損益通

算が可能） 

 

[本問の場合] 

・不動産所得の損失200万円のうち、土地等の取得に要した借入金の利子

50万円は損益通算の対象外となります。 

つまり200万円-50万円=150万円が損益通算の対象です。 

 

・雑所得は、申告分離課税で、他の所得と損益通算できません。 

 

・給与所得は、総合課税で損益通算可能。 

 

つまり、給与所得と損益通算できる損失金額は、▲150万円となります。 

 

 

したがって正解は、3 

  

不動産所得 

譲渡所得 



問13 

会社員の細川博さんが2021年中に支払った医療費等が下記<資料>のとおり

である場合、博さんの2021年分の所得税の確定申告における医療費控除の

金額として、正しいものはどれか。なお、博さんの2021年中の所得は、給与

所得600万円のみであり、支払った医療費等はすべて博さんおよび生計を一

にする妻のために支払ったものである。また、保険金等により補てんされた金

額はないものとし、医療費控除の金額が最も大きくなるよう計算することとす

る。 

 

 
 

1. 320,000円  

2. 170,000円  

3. 150,000円 

  



【答え】 

医療費控除…納税者本人のまたは生計を一にする配偶者やその他の親族

が医療費を支払った場合に適用できます。（合算することができる） 

 

【支出した医療費用‐生命保険等からの給付金‐10万円】 

＊控除額の上限は200万円 

＊総所得金額等が200万円未満の場合は総所得金額×５％ 

・保険等で補填される金額 

・10万円と総所得金額等の5%相当額のうち低い方 

 

控除の対象となるもの 

例）診察代金、治療費、先進医療の技術料、あん摩マッサージ指圧師・

はり師・きゅう師、柔道整復師による治療の治療代、治療に必要な薬

代、通院や治療のための交通費、療養に必要な医療器具（コルセット

やまつばづえなど） 

 

 

控除の対象とならないもの 

例）美容整形の費用、予防接種費用、人間ドック・健康診断の費用（た

だし、これらにより重大な病気が見つかった場合は、控除の対象とな

る）、健康増進・病気予防のためのサプリメント代、自己都合の差額ベッ

ド代、コンタクトレンズ・メガネ代、通院のための自家用車のガソリン代、

タクシー代（どうしてもタクシーでないと通えないような場合は控除の対

象となる場合がある） 

  



[本問の場合] 

・美容目的の施術代は、対象になりません。 

 

・健康診断料は、基本的に医療費控除の対象になりませんが、診断の結果

重大な質病が発見され引き続き治療を行なった場合は、対象となります。 

 

・治療費は、対象となります。 

 

 

医療費控除額=医療費控除の対象額-100,000円 

         =20,000円+250,000円-100,000円 

=170,000円 

 

 

したがって正解は、2 

 

  



【第6問】下記の(問14)、(問15)について解答しなさい。 

問14 

2022年1月5日に相続が開始された牧村誠一さん(被相続人)の<親族関係図

>が下記のとおりである場合、民法上の相続人および法定相続分の組み合

わせとして、正しいものはどれか。なお、記載のない条件については一切考

慮しないこととする。 

 

<親族関係図> 

 
 

1.智子 1/2  歩美 1/2 

2.智子 1/2  歩美 1/4  大雅 1/4 

3.智子 1/2  歩美 1/6  大雅 1/6  莉名 1/6 

 

  



【答え】 

[法定相続人] 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配偶者は、常に法定相続人となり、親族は、子・直系尊属・兄弟姉妹の順に、

先の順位者がいない場合に、法定相続人となります。 

 

[血族相続人] 

順位 範囲 備考 

第１順位 

 

子 養子・嫡出子・非嫡出子・相続開始時

の胎児を含む 

第２順位 

 

直系尊属 

父母･祖父母の順 

第1順位の子がいない場合、父母へ、

父母がいない場合は 

祖父母へと引き継ぐ 

第３順位 

 

兄弟姉妹 

 

第１順位、第２順位がいない場合 

 

●代襲相続人 

 被相続人が死亡するよりも先に相続人が死亡した場合、その相続人の直

系卑属が代襲相続人となり、相続人に代わって相続します。 

  

配偶者 

⼦ ⼦ 

被相続⼈ 弟 姉 

⽗ ⺟ 

常に相続⼈ 

第 1 順位：⼦ 
第 3 順位： 
兄弟姉妹 

第 2 順位:直系尊属(⽗⺟、祖
⽗⺟など) 
 



[法定相続分] 
配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 

父母･祖父

母の順 

1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 

第1,第2が

いない 

1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 

 

[本問の場合] 

法定相続人は、智子さん、歩美さん、大雅さんの3人です。 

 

※莉奈さんは相続を放棄していますので、法定相続人にはなりません。 

相続を放棄すると、初めから相続人とならなかったとみなされます。 

 

 

[法定相続人分] 

智子さん=1/2 

歩美さん=1/4(1/2×1/2) 

大雅さん=1/4(1/2×1/2) 

 

 

したがって正解は、2 

 

  



問15 

FPで税理士でもある西山さんは、小山和夫さん(66歳)から相続時精算課税

制度に関する相談を受けた。和夫さんからの相談内容に関する記録は、下

記<資料>のとおりである。この相談に対する西 山さんの回答の空欄(ア)~(ウ)

にあてはまる数値の組み合わせとして、正しいものはどれか。 

<資料> 

 
 

 
 

1.(ア)60  (イ)2,000  (ウ)10  

2.(ア)65  (イ)2,500  (ウ)20  

3.(ア)60  (イ)2,500  (ウ)20 

  



【答え】 

相続時精算課税制度とは、生前贈与を受けるときに、贈与時に贈与税を支

払い、将来相続時に生前受けた贈与財産と相続財産を計算し、贈与税を相

続税から控除し精算することで贈与税・相続税を納税することができる制度

です。 

 

【適用対象者】 

・平成26年12月31日以前の贈与 

贈与者 65歳以上の父母。 

受贈者 贈与者の推定相続人である20歳以上の直系卑属（代襲相続

人を含みます）。 

 

・平成27年1月1日以後の贈与 

贈与者 (ア)60歳以上の父母・祖父母。 

受贈者 贈与者の推定相続人である20歳以上の子・孫 

      （代襲相続人を含みます）。 

 

【適用財産】 

贈与財産の種類・金額・贈与回数には制限はありません。 

 

 

【相続時精算課税を受けた場合の贈与税】 

同じ贈与者から相続時精算課税制度を選択した場合の贈与額は特別控除

額(イ)2,500万円を控除した金額に一律(ウ)20％乗じて計算されます。本制度

を利用した場合、暦年課税は選択できません。ただし、本制度以外からの贈

与者から贈与を受けた場合は暦年課税が適用されます。 

 

したがって正解は、3 

  



【第7問】下記の(問16)~(問20)について解答しなさい。 

 
 

  



問16 

FPの成田さんは、香川家のバランスシートを作成した。下表の空欄(ア)にあ

てはまる金額として、正しいものはどれか。なお、<設例>に記載のあるデータ

に基づいて解答することとする。 

 

 
 

 

1. 880(万円)  

2. 1,850(万円)  

3. 1,880(万円) 

  



【答え】 

純資産=資産合計額-負債合計額 

 

[資産] 

普通預金：200万円 

定期預金：400万円 

投資信託：100万円 

上場株式：150万円 

生命保険(解約返戻金相当額)：30万円 

不動産(マンション)：3,500万円 

 

資産合計額=4,380万円 

 

 

[負債] 

住宅ローン：2,500万円 

 

 

純資産=4,380万円-2,500万円 

=1,880万円 

 

 

したがって正解は、3 

  



問17 

航平さんは、60歳で定年を迎えた後、公的年金の支給が始まる65歳までの5

年間の生活資金に退職一時金の一部を充てようと考えている。仮に退職一

時金のうち500万円を年利2.0%で複利運用しながら5年間で均等に取り崩す

こととした場合、年間で取り崩すことができる最大金額として、正しいものはど

れか。なお、下記<資料>の3つの係数の中から最も適切な係数を選択して計

算し、円単位で解答すること。また、税金や記載のない事項については一切

考慮しないこととする。 

 

 
 

 

1. 960,800円  

2. 1,060,800円  

3. 1,104,000円 

 

  



【答え】 

・資本回収係数 

現在の一定額を一定期間で取崩した場合の毎年の取崩し受取額を求める 

 

500万円×0.21216=1,060,800円 

 

 

したがって正解は、2  

 

 

 

 

※備考 

・終価係数 

現在の金額を複利で運用した場合の一定期間(n年)後の金額を求める 

 

・減債基金係数 

一定期間後に一定金額を用意するための毎年の積立額求める 

 

 

  



問18 

航平さんは、長女あかりさんの進路が決定したのちに、住宅ローンの繰上げ

返済を検討しており、F Pの成田さんに質問をした。住宅ローンの繰上げ返

済に関する成田さんの次の説明のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1.「繰上げ返済は、通常の返済とは別に、現在返済しているローンの利息部

分を返済するものです。」  

 

2.「繰上げ返済は、教育費や老後資金の準備など、他の資金使途とのやりく

りを十分考慮したうえで、早期に行うほど、利息軽減効果は高くなります。」  

 

3.「毎月の返済額を変えずに、返済期間を短縮する方法を『期間短縮型』と

いいます。」 

 

  



【答え】 

1.不適切 

繰上げ返済は、通常の利息とは別に現在返済しているローンの元本部分を

返済するものです。 

 

 

2.適切 

繰上げ返済は、返済時期が早いほど、利息軽減効果が大きくなります。 

 

 

3.適切 

繰上げ返済の期間短縮型は、毎月の返済額を変えずに返済期間を短縮し

ます。 

 

繰上げ返済の返済額軽減型は、返済期間を変えずに、返済額を減らしま

す。 

 

 

 

したがって正解は、1 

  



問19 

航平さんは、病気やケガで働けなくなった場合、健康保険からどのような給

付が受けられるのか、F Pの成田さんに質問をした。成田さんが行った健康

保険(全国健康保険協会管掌健康保険)の傷病手当金に関する次の回答の

空欄(ア)~(ウ)にあてはまる数値または語句の組み合わせとして、正しいも の

はどれか。 

 

 
 

 

 

1.(ア)2  (イ)3  (ウ)3分の2  

2.(ア)3  (イ)4  (ウ)3分の2  

3.(ア)3  (イ)4  (ウ)4分の3 

 

 

  



【答え】 

傷病手当金  

被保険者が病気やケガのため仕事を３日以上続けて休み十分な給与が受

けられない場合、４日目から最長１年６ｹ月間支給される。 

 

1日の支給額→支給開始前12ｹ月間の各月の÷30日×3分の2 

 

 

したがって正解は、2 

  



問20 

航平さんの年金加入歴は下記のとおりである。仮に、航平さんが現時点(42

歳)で死亡した場合、航平さんの死亡時点において妻の優子さんに支給され

る公的年金の遺族給付に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

なお、航平さんは、入社時(24歳)から死亡時まで厚生年金保険に加入して

いるものとし、遺族給付における生計維持要件は満たされているものとする。 

 

 
 

 
  



【答え】 

・遺族基礎年金の対象者 

死亡した者によって生計を維持されていた、子のある配偶者・子 

  ※子：18歳到達年度の末日(3月31日)を経過していない子 

20歳未満で障害年金の障害等級1級または2級の子 

かつ未婚 

  年収は850万円以下であること。父子家庭にも支給。 

 

・遺族厚生年金の対象者 

厚生年金保険の被保険者に生計維持されていた、配偶者および子、父母、

孫、祖父母の順に支給されます。 

 

・中高齢化寡婦加算の対象者 

夫の死亡時に40歳以上65歳未満の子のない妻に支給されます。 

 

・寡婦年金の対象者 

国民年金の第1号被保険者 

夫と10年以上の婚姻関係 

夫の死亡時65歳未満である妻が60歳から65歳になるまで支給される 

 

 

  



[本問の場合] 

・遺族基礎年金→対象 

 航平さんが死亡した場合、妻の優子さんには17歳のあかりさんがいるため、

支給対象です。 

 

・遺族厚生年金→対象 

 航平さんに生計を維持されている妻の優子さんも、支給対象です。 

 

・中高齢寡婦加算→対象外 

 航平さんが42歳で死亡した場合、妻は40歳ですが、子がいますので対象

外です。 

 

・寡婦年金→対象外 

 寡婦年金は60歳から65歳までに支給されるもので、妻の年齢は40歳です

ので対象外です。 

 

 

よって、遺族基礎年金と遺族厚生年金が対象となります。 

 

したがって正解は、1 

 

 

-終- 
 


